（様式　振－２）
　　　　年度　名古屋市商工業団体振興補助金（共同振興事業）交付申請書
補助事業区分【　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 年　 月　 日
（あて先） 名古屋市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　所　 在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　団　 体 　名　　　　　　 　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（フリガナ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   代表者職氏名　　　　　　　　　　　   　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   事務担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   連　 絡 　先　　  電話　　　－
　　　　　年度において実施する共同振興事業について、下記のとおり補助金の交付を受けたいので関係書類を添付して申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　千円
２．補助事業者の概要
　　組合員数（または会員数）　　　　　名（うち、市内に事業所を有する者の数　　　　名）
３．補助金を受けて実施しようとする事業
	
	
	 　

	人材育成事業（教育・研修事業）
	
	円
	
	 円

	
	
	
	

	
	
	円
	
	円

	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	円
	
	円


４．消費税及び地方消費税の課税方法（□免税事業者　□簡易課税事業者　□課税事業者）
（添付書類）
　(1) 共同振興事業【人材育成事業（教育・研修事業）】計画書（様式　振－２－２）又は共同振興事業（見本市・展示会事業）計画書（様式　振－２－３）
　(2) 共同振興事業収支予算書（様式　振－６及び様式　振－６－２）
　(3) 補助事業者の役員名簿及び組合員名簿又は会員名簿
　(4) 補助事業者の登記事項証明書の写し及び定款又はこれに準ずる規約、会則等のうち該当のもの
　(5) 当該補助事業の実施について議決した総会等の議事録の写し
　(6) その他市長が必要と認める書類
　 (注) (4)については名古屋市商工業団体振興補助金交付申請にかかる書類として従前に提出している補助事業者にあっては、内容に変更がない場合にかぎり省略することができる（ただし、前回提出年度から5年を経過している場合はこの限りではない。）。 (前回提出　　　　年度) 
（申請する皆様へ）
１　名古屋市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員と密接な関係を有する団体に該当するときは、補助金を交付しません。また、交付決定後にその旨が判明したときは、交付決定を取り消し、又は補助金の返還を求めることがあります。
２　上記事由を確認する必要がある場合には、申請書類に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。
